
（別紙）【料金表別表】 2026年6月1日改正

介護保険給付対象サービス
※下記の金額表記は、右記地域単価を乗じたものである。

(通所介護)

要介護５

要介護３
要介護４
要介護５

８時間以上９時間未満

種　　　類

送迎減算（片道）

2,462円
2,194円
1,930円

3,756円
3,348円
2,943円
2,544円
2,152円

2,504円
2,232円
1,962円

７時間以上８時間未満

要介護１
要介護２

要介護１
要介護２
要介護３
要介護４
要介護５ 1,008単位

901単位
796単位
689単位
584単位

777単位
658単位

単位数

要介護３
要介護４
要介護５

６時間以上７時間未満

５時間以上６時間未満

984単位
880単位
777単位

単位数

要介護２ 673単位
570単位

単位数

要介護１

要介護１
要介護２
要介護３
要介護４
要介護５

388単位

617単位
560単位
502単位
444単位

9,433円

介護保険適応時の自己負担額

利用料金

4,159円
4,759円
5,381円
6,003円
6,614円

１割
397円
454円
514円
572円
631円

794円
907円
1,027円
1,143円
1,261円

416円
476円
539円
601円

利用料金

４時間以上５時間未満

３時間以上４時間未満

370単位

単位数

423単位
479単位
533単位
588単位

単位数

3,966円
4,534円
5,134円
5,713円
6,303円

要介護１
要介護２
要介護３
要介護４
要介護５

２割 ３割
1,190円
1,361円
1,541円
1,714円
1,891円

介護保険適応時の自己負担額
１割 ２割 ３割

1,077円
1,201円
1,323円

1,248円
1,428円
1,615円
1,801円
1,985円

介護保険適応時の自己負担額

952円

662円

832円

１割 ２割 ３割

介護保険適応時の自己負担額
１割 ２割 ３割

介護保険適応時の自己負担額
１割 ２割 ３割

1,055円
944円
833円
722円
611円

1,081円
966円
854円
739円
626円

3,242円
2,898円
2,560円

2,499円
2,165円
1,833円

2,110円
1,887円
1,666円
1,443円
1,222円

2,499円
2,116円

2,216円
1,878円

2,161円
1,932円
1,707円
1,478円
1,252円

3,165円
2,830円

1,666円
1,411円

1,696円
1,435円

３割

3,692円
3,290円
2,895円

介護保険適応時の自己負担額
１割 ２割

8,329円
7,214円

1,252円
1,116円
981円
848円
718円

1,231円
1,097円
965円
833円

7,053円

利用料金

10,805円
9,658円
8,533円
7,386円
6,260円

利用料金

10,548円

11,159円
9,808円
8,479円
7,171円

利用料金

12,306円
10,966円
9,648円
8,329円

1,148単位
1,023単位
900単位

1,168単位
1,041単位
915単位
791単位
669単位

単位数

要介護１
要介護２
要介護３
要介護４

6,110円

地域単価 10.72

○減算

▲47単位

単位数 利用料金

▲503円

介護保険適応時の自己負担額
１割 ２割 ３割

▲51円 ▲101円 ▲151円

706円

利用料金

12,520円



体制

・

・

・

【利用料金の計算方法】

基本単位数×5／100
上記料金算定の基本となる時間は、実際にサービス提供に要した時間ではなく、利用者の居宅サービス計画に定められたサー
ビスにかかる標準的な時間を基準とします。

介護保険での給付の範囲を超えたサービス利用の利用料金は、事業者が別に設定し、全額が利用者の自己負担となりますので
ご相談ください。

介護保険適用の場合でも、保険料の滞納等により、事業者に直接介護保険給付が行われない場合があります。

その場合、利用者は料金表の利用料金全額をお支払いください。利用料のお支払いと引き換えにサービス提供証明書と領収証
を発行します。発行されたサービス提供証明書と領収書を保険者介護保険窓口に持参すると、必要な手続きを行った後に法定
の介護給付費分が返還されます。

(１ヶ月の利用合計単位数＋１ヶ月の利用合計単位数×９.０％)×地域単価

－ 中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算

種　　　類 単位数単位 利用料金
 11.1%（1ヶ月の利用合計単位数に乗じる）

左の単位数×地域
単価

 介護職員等処遇改善加算（Ⅰ）ロ

入浴介助加算(Ⅰ） 40単位/日

栄養改善加算

サービス提供体制強化加算（Ⅲ）

サービス提供体制強化加算（Ⅱ）

サービス提供体制強化加算（Ⅰ）

個別機能訓練加算（Ⅱ）

ＡＤＬ維持等加算（Ⅰ）

口腔機能向上加算（Ⅱ）

口腔機能向上加算（Ⅰ）

口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅱ）

口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅰ）

栄養アセスメント加算

○加算

介護保険適応時の自己負担額
種　　　類 単位数 利用料金

１割

56単位/日
45単位/日
60単位/日
60単位/日

入浴介助加算（Ⅱ） 55単位/日

－
－

22円
82円
60円
49円

43円
54円
215円
108円
65円
33円

✔

40単位/月
50単位/時間
200単位/月
100単位/月
60単位/月
30単位/月
160単位/回
150単位/回
5単位/回
20単位/回
50単位/月
200単位/回
6単位/日
18単位/日
22単位/日
20単位/月
76単位/日

1,608円
53円

428円
536円
2,144円
1,072円
643円
321円
1,715円

65円
65円
59円
43円

214円
536円

428円

2,144円

192円
235円
214円
814円
600円
482円
643円
643円
589円

64円

172円
161円
6円
22円
54円
215円
7円
20円
24円

86円
108円
429円
215円
129円
65円
343円
322円
11円
43円
108円
429円
13円
39円
47円
43円
163円
120円

65円
161円
644円
20円
58円
71円
65円
245円
180円

129円
161円
644円
322円
193円
97円
515円
483円
16円

145円
193円
193円
177円
129円
３割

－
－
－
✔
－
－

体制

個別機能訓練加算（Ⅰ）ロ

個別機能訓練加算（Ⅰ）イ

中重度者ケア体制加算
若年性認知症利用者受入加算

認知症加算

97円
129円
129円
118円
86円
２割

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
✔
－ 科学的介護推進体制加算

延長加算
生活機能向上連携加算（Ⅱ）

生活機能向上連携加算（Ⅰ）

ＡＤＬ維持等加算（Ⅱ）

－
－
－
✔
－
－

 介護職員等処遇改善加算（Ⅰ）イ

8.3%（1ヶ月の利用合計単位数に乗じる）

9.9%（1ヶ月の利用合計単位数に乗じる）

11.8%（1ヶ月の利用合計単位数に乗じる）

10.9%（1ヶ月の利用合計単位数に乗じる）

12%（1ヶ月の利用合計単位数に乗じる）

介護職員等処遇改善加算（Ⅳ）
介護職員等処遇改善加算（Ⅲ）
介護職員等処遇改善加算（Ⅱ）ロ

 介護職員等処遇改善加算（Ⅱ）イ

　上記計算方法により、算出された金額から法定の介護給付費を引いた金額が自己負担となります。



介護保険給付対象外サービス
○ 食費

料金：６５０ 円 おやつ代別途１５０円

○ おむつ代

150
○ 事業の実施地域外の交通費

○ その他の費用

○ キャンセル料

　無料です。

（利用日当日のam8:00までにキャンセルのご連絡頂けない場合は食事代のみ頂きます）

【加算等の概要】
○減算
送迎減算（片道）

○加算
入浴介助加算（Ⅰ）

入浴介助加算（Ⅱ）

認知症加算

若年性認知症利用者受入加算

中重度者ケア体制加算

個別機能訓練加算（Ⅰ）イ

個別機能訓練加算（Ⅰ）ロ

個別機能訓練加算（Ⅱ）

基準の人員に上乗せして看護職員又は介護職員を常勤換算法で２以上確保し、且つ前年度又は算定日が属する月の前三月間の
利用者の総数のうち、認知症である方の占める割合が１００分の２０以上であること、また通所介護を行う時間を通じて認知
症介護に係る研修等を終了した者を１名以上配置している場合に加算の対象となります。

若年性認知症患者やその家族を支援するため、本人や家族の希望を組み込んだ介護サービスが提供します。若年性認知症患者
一人ひとりの状態に応じたサービスや環境を整え個別の担当者を設けることで加算の対象になります。

基準の人員に上乗せして看護職員又は介護職員を常勤換算法で２以上確保し、且つ前年度又は算定日が属する月の前三月間の
利用者の総数のうち、要介護３、要介護４又は要介護５である方が占める割合が１００分の３０以上であること、また通所介
護を行う時間を通じて看護職員を１名以上配置している場合に加算の対象となります。

機能訓練指導員が個別機能訓練計画に基づき、身体機能及び生活機能の向上を目的に計画的に行った個別機能訓練について
算定することができます。利用者が選択した項目ごとにグループに分かれ訓練を行います。
機能訓練指導員の配置は必要ですが、配置時間の定めはありません。

　通所介護サービスの中で提供される便宜のうち、利用者の希望により通常のサービス提供
の範囲を超える保険外の費用は、サービス提供の範囲を超えた時点から利用者の負担となり
ます。

送迎を実施していない場合(利用者が自ら通う場合、家族が送迎を行う場合等の事業所が送迎を実施していない場合)に減算の
対象となります。

入浴中の利用者の観察を含む、介助を行う場合に算定されます。観察とは、利用者の自立支援や日常生活動作能力などの向上
のための見守り的な援助であり、極力利用者自身の力で入浴できるように、必要に応じて介助、転倒予防のための声がけ、気
分の確認などを行います。結果として、身体に直接接触する介助を行わなかった場合でも、加算の対象になります。

無料

ご利用者に提供する食事（昼食）にかかる費用です。

基本的には、おむつ等は必要な枚数をご持参ください。

おむつ等を使用される方は、おむつ・パット1枚あたり

円が必要になります。

医師・理学療法士・作業療法士、介護福祉士、介護支援専門員等が利用者宅を訪ねて、浴室の環境を確認し、それを踏まえて
“個別入浴計画に相当する内容を通所介護計画の中に記載”し、計画に基づき個別の入浴介助を行う場合に算定されます。

機能訓練指導員が個別機能訓練計画に基づき、身体機能及び生活機能の向上を目的に計画的に行った個別機能訓練について
算定することができます。利用者が選択した項目ごとにグループに分かれ訓練を行います。
イに加え機能訓練指導員の配置は必要ですが、配置時間の定めはありません。

サービスの質の向上を図るため、LIFE（科学的介護情報システム）への提出情報及びフィードバック情報を活用し、利用者の
状態に応じた個別機能訓練計画の作成(Plan)、計画に基づく個別機能訓練の実施(Do)、実施内容の評価(Check)、その評価結果
を踏まえた計画の見直し・改善(Action)の一連のサイクル(PDCAサイクル)により、サービスの質の管理を行います。



サービス提供体制強化加算（Ⅰ）

サービス提供体制強化加算（Ⅱ）
介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が１００分の５０以上である場合に加算の対象となります。

サービス提供体制強化加算（Ⅲ）

栄養改善加算

栄養アセスメント加算

口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅰ）

口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅱ）

口腔機能向上加算（Ⅰ）

口腔機能向上加算（Ⅱ）

ＡＤＬ維持等加算（Ⅰ）

ＡＤＬ維持等加算（Ⅱ）

生活機能向上連携加算（Ⅰ）

生活機能向上連携加算（Ⅱ）

延長加算

科学的介護推進体制加算

介護職員処遇改善加算（Ⅰ）～（Ⅲ）

介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）～（Ⅱ）

介護職員等ベースアップ等支援加算

  中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算

介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が１００分の４０以上であるか、勤続７年以上の介護福祉士が１００分の３
０以上である場合に加算の対象となります。

管理栄養士を配置し、利用者の栄養状態を利用開始時に把握し、管理栄養士等が共同して、利用者ごとの摂食・嚥下機能及び
食形態にも配慮した栄養ケア計画の作成、記録、評価を行い、栄養改善サービスの提供に当たっては必要に応じて居宅訪問を
行った場合に、１月に２回を限度として加算の対象となります。

従業者が、利用者の栄養状態のアセスメントを管理栄養士と連携して行い、本人及び家族に結果を説明し、LIFEを活用し厚生
労働省に提出した場合に加算の対象となります。

利用開始時及び利用中6月ごとに利用者の口腔の健康状態について確認を行い、当該利用者の口腔の健康状態に関する情報と栄
養状態に関する情報を担当ケアマネジャーに提供した場合、６月に１回を限度として加算の対象となります。

介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が１００分の７０以上であるか、勤続１０年以上の介護福祉士が１００分の
２５以上である場合に加算の対象となります。

離島振興法・山村振興法・特定農山法・過疎地域自立促進特別措置法に指定されている地域、その他厚生労働省令で定められ
た地域に居住している利用者に対して、通常の事業実施区域を越えて、通所介護を行った場合に対象となります。

自立支援・重度化防止に資する生活機能向上を目的として、通所介護事業所の職員と外部のリハビリテーション専門職が共同
しアセスメントを行い、個別機能訓練計画を作成することによって加算の対象となります。
※個別機能訓練加算を算定している事業所が上記の要件を満たした場合は100単位／月となります。

８時間以上９時間未満の指定通所介護の前後に日常生活上の世話を行い、通算した時間が９時間以上となった場合に加算の対
象となります。

全利用者の心身の基本的な情報（ADL値や栄養状態、口腔機能・嚥下の状態、認知症の状態など）をLIFEへ提出し、そのフィー
ドバックを十分に活用した場合に加算の対象となります。活用方法としては、ケアのあり方を検証してケアプランやサービス
計画を見直しや、現場でPDCAサイクルを回すことが求められています。

介護職員の賃金改善の観点から、介護サービスに従事する介護職員の賃金改善に充てることを目的とした加算です。
算定要件を満たし、計画を指定権者に提出した事業所のみが加算取得の対象となります。

介護職員の職場定着のための取り組みとして、介護職員処遇改善加算等の取り組みが行われていましたが、さらなる定着率向
上を目指し、特に現場でリーダー的な役割を担う介護職員の賃金引き上げのための取り組みとして、長く勤めること、キャリ
アアップすることで、それに見合った賃金を得ることでき、給与面での不安から離職することを防ぐことが目的となっていま
す。算定要件を満たし、計画を指定権者に提出した事業所のみが加算取得の対象となります。

処遇改善加算及び特定処遇改善加算に加え、基本給等の引き上げによる賃金改善を図ることが目的の加算です。算定要件を満
たし、計画を指定権者に提出した事業所のみが加算取得の対象となります。

利用者が栄養改善加算や口腔機能向上加算を算定している場合、口腔の健康状態と栄養状態のいずれかの確認を行い、当該情
報を利用者の担当ケアマネジャーに提供した場合、６月に１回を限度として加算の対象となります。
・栄養アセスメント加算 or 栄養改善加算を算定の場合、口腔項目のスクリーニングのみ実施。（栄養項目のスクリーニング
不要）
・口腔機能向上加算を算定の場合、栄養項目のスクリーニングのみ実施。（口腔項目のスクリーニング不要）

言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を配置し、利用者の口腔機能を利用開始時に把握し、職員が共同して、利用者ごとの口
腔機能改善管理指導計画の作成・記録・評価を行った場合に、１月に２回を限度として加算の対象となります。

加算(Ⅰ)の取り組みに加え、口腔機能改善管理指導計画等の情報を厚生労働省に提出(LIFEを活用)し、口腔機能向上サービス
の実施にあたって、当該情報その他口腔衛生の管理の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用している場合、１月に２
回を限度として加算の対象となります。

評価対象期間の満了日の属する年度の次年度内に限り加算の対象となります。評価期間に連続して６月以上利用した期間のあ
る要介護者の集団について、特定の要件を満たすことによって加算の対象となります。

上記の要件を満たした事業所において、当該利用者のＡＤＬ値を測定し、その結果が一定以上の場合に加算の対象となりま
す。

自立支援・重度化防止に資する生活機能向上を目的として、通所介護事業所の職員と外部のリハビリテーション専門職が共同
しアセスメントを行い、個別機能訓練計画を作成することによって加算の対象となります。
また理学療法士等や医師は、通所リハビリテーション等のサービス提供の場又はICTを活用した動画等により、利用者の状態を
把握した上で、助言を行う必要があります。


